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）
号

まで、第９号及び第 号

第６号」に改め、同項第
に改める。

」

２

に改

号中

第 号」に改め

号ずつ繰り上げ、

め、同条第６号

「及び第 条第

キロ

び警
勤距
察
離
職
に

５

キロ

キロ

キロ

通 勤

メートル以上 キロ

員給与条例第 条第
応じ、次表に掲げる

距

ル未

２項
額と
第２
する

メート

メートル以上 キロ

メートル以上 キロ

メートル以上 キロ

メート

メート

メート

ル未

ル未

ル未

離

満

号に規定する人事委
。

員会規則で

加

満

満

満

算 額

円

定める額は、その通

円

円

円

第 条
３号まで
第 条
第 条

８第
定
１
２

め
号
中

の
に
第
の
附

（施行
１ この
（平成

期
規

則

日
則
年

）
は
６

１項中「認める場合」の
る成績率によることが適
中「第７号及び第 号」
「シンガポール事務所及

次に
当で
を「
び」

、平成 年４月１日から
月までの成績率の特例）

施行

「又は職務内容等の事情
ないと認める場合」を加
第６号、第９号及び第
を削る。

より
る。
」に

に
え
号

する。

、第１号から第

改める。

キロ

キロ

キロ

キロ

キロ

キロ

キロ

メートル以上 キロ

メートル以上 キロ

メートル以上 キロ

ル未

ル未

メート

メート

メート

ル未

メートル以上 キロ

メートル以上 キロ

メートル以上 キロ

メートル以上 キロ

メート

メート

メート

メート

ル未

ル未

ル未

ル未

満

満

満

満

満

満

満

円

円

円

円

円

円

円

２ 任命
項、北
給与負
第２項

者は
道
法
お

学
に
い

権
海
担
に

する条例（昭

、北海道職員の給与に関
校職員の給与に関する条
規定する学校職員の給与
て準用する場合を含む。

する
例（
に関
）第

和 年北海道条例第 号）第

条例（昭和 年北海道条
昭和 年北海道条例第
する条例（昭和 年北海
条第２項及び北海道地

第
。市
条例
警察

例
号
道
方

条第２項に規定する特定幹部

号）第 条第２
町村立学校職員
第 号）第２条
職員の給与に関
職員以外の職員

条中
号を

キロ

第９
同条各
第 条の

「次に掲げるもの」
削る。

メートル以上

自動を「

２第１項第３号及び第 条の

車その他の原動機付 用具の交通

４第２項中「又は法」を「法第

及び自転車」に改め

円

、

条の５第１項の規

北 海 道 公 報 号外第 号平成 年３月 日（月曜日）



定により休業を
第

由が同
他の離

条
号
職

の３第
に定め
をする

し、又は法」に改め
２項中「同号に定め
る期間に係る最後」
こと、長期間の研修

る。
る期
に改
等の

間に
め、
ため

係る最後」を「次の各
「、法第 条の２第１
に旅行をすること、勤

号の
項の
務態

いず
規定
様の

れかに掲げる事
による退職その
変更により通勤

平
平
成
成

居手当住

年４月１日から平成
年４月１日から平成

年３
年３

に関する規則の一 正す部を改

日まで 円
日まで 円

月
月

る規則をここに公 。布する
のため
「同号
る。

負
に
担す
定める

法
長
第 条
期間の

が
勤
あ
勤

務場所
ること
務態様

る運賃等の額に変更が
期間に係る最初」を

の２第１項の規定に
研修等のために旅行

ある
「当

こと
該期

よる
をす
退職
るこ

を異にする異動又は
。
の変更により通勤の

在勤

ため

する

負担

その他人事委員会の
間に係る最初」に改め

その他の離職をするこ
と。

定め
、同
る事
項に

と。

部局の移転に伴い通勤

する運賃等の額に変更

経路

があ

又は

るこ

由が」を削り、
次の５号を加え

通勤方法に変更

と。

平成

北海

住
第
める
「住

道人事

住居
居手当
２条の
職員」
宅」に

年３月 日

委員会規則７

手
に
見
を
改

当に関する規則の一
関する規則（北海道
出し中「及び自宅居
「定める住宅」に、
め、同項の次に第３

部を改
人事委
住職員
「次に
項とし

北海道人事委員会委員長

正す
員会
に準
」を
て次

る規則
規則７ ）の一
ずる職員」を「等」
「次の各号に」に、
の１項を加える。

部を次
に改め
「住宅

中 澤 義 則

のよ
、同
に居

うに改正する。
条第２項中「定
住する職員」を

（施
１ こ
（経

そ
附

の他人
則

行
の
過

期日）
規則は
措置）

２ こ
例第
与に

の

関

規則の
号。以
する条

事委員会の定める事

、平成 年４月１日

由が生ず

から施行

施行の日の前日にお
下「道職員給与条例
例（昭和 年北海道

いて
」と
条例

北海
いう
第

ること。

する。

道職員の給与に関する
。）第 条第１項第２
号。以下「学校職員給

条例
号、
与条

（昭
北海
例」

和 年北海道条
道学校職員の給
という。）第

３
号
次

道職員
及び警
の各号

第

第２
第２
る者
２条の
別記第１

給
察
与条例第 条の５第
職員給与条例第 条

に掲げる住宅の区分に

１項第
の４第
応じ、

条
条

４

第２項第１号に掲げ
第２項第２号に掲げ

及び第２条の５を削

る住宅
る住宅

る。
号様式その２中「□相続」、

２号
１項
、学校職員給与条例
第２号に規定する人

当該各号に定める者とす

第 条
事委員
る。

職
のう
員の扶養親族たる者
ち人事委員会が定める住宅

「□贈与」及び「□その他（

の２
会規
の３第１項第２
則で定める者は、

人事委員会が定め

条の
る条
校職
給与
条

２
例
の４第
（昭和
員
に
第

給与条
関する
１項第

超え
に変
前の

る
更
通

職員に
がない
勤手当

１項第２号（市町村
年北海道条例第

例の規定について規
条例（昭和 年北海
２号の規定により通

立学
号）
校職
第２

定す
道条
勤手

る場
例第
当を

限る。）のうち通勤
者をいう。）にあっ
に関する規則第８条

の実
ては
第４

情に
、平
項の

員給与負担法に規定す
条第２項において準用
合において同じ。）及
号。以下「警察職員
支給される職員（通勤

る学
する
校職
場合

び北
給与
距離

海道
条例
が

変更がない職員（住居
成 年３月 日までの
規定を適用したとした

、通
間、
なら

勤経
この
ば算

員の給与に関す
を含む。以下学
地方警察職員の
」という。）第
キロメートルを
路及び通勤方法
規則による改正
出される道職員

）」を削
別記第２

る。
号様式（表）を次のように改める。

給与
員給
いう
「特
則第
は、

条
与
例第
条例第
。
例
８
同

）から
加算額
条第４
項の規
平成 年

条第２項第２号、学
条第２項第２号に
次の各号に掲げる期
」という。）が、そ
項の規定を適用した
定にかかわらず、特

校職
規定
員給
する

間の
の者
とし
例加

区分
につ
たな
算額

４月１日から平成 年３月

与条例第 条の２の４
人事委員会規則で定め
に応じ当該各号に定
きこの規則による改正
らば算出される加算額
を加算額とする。

第２
る額
項第
（以

める
後の
を超

額を
通勤
える

日まで 円

２号又は警察職
下「加算額」と
減じた額（以下
手当に関する規
こととなるとき
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第別記 ２号様式（第４条及び 関第８条 係）

（表）

附 則

（ ４（ × ）横型）

２ この規則
いて作成さ

の
れ

がある場合に

（施行期日
１ この規則

）
は
行の際、
いる住居
いては、

平成 年
施
て
お

、
現にこの規則によ
届（別記第１号様
この規則による改

４月１日から施行
改正前の住
その２に限
後の住居手

る。
る
式
正

す
居手当に関する規
る。）又は住居手
当に関する規則の

の規定に基
認定簿の用
定にかかわ

則
当
規

づ
紙
ら

ず、当分の間、使用することを妨げない。
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北海道人事

特地勤務
平成

手
年
当
３

委員

等に
月

会規則７

関する規則の一部を
日

改正する

北

規則をここに公布する

海道人事委員会委員長

。

中 澤 義 則

第 条の
を「職
分」と
の」に

員」
いう
改め

見出し中「特定職員の」を削
に
。
、

、「昇給区分は」を「勤
）は」に改め、同項を同
同項第１号中「特定職員

務
条
に

り、同条第１項を削り、同条第
成績
第１
」を

に応じて決定される昇
項とし、同条第３項中
「者に」に、「特定職

給の
「特
員

２項中「特定職員」

（

区分
定職
」を

（以下「昇給区
員の」を「職員
「職員（」に改

特地
特地勤務

勤
手
務
当

この規則

する。

胆振

附

洞爺

則

は、

表胆別表アの

等に関する規則の一
関する規則（北海道

部を
人事

手当
等に

湖町

平成 年４月１日から施

岩屋 洞爺

行す

振の項を次のよう 。に改める

する規則
会規則７ ）の一部を

改正
委員

少年

る。

自然の

ように改正次の

１級地

め、「
「特定
同条第
を「職
ね」を

前項
職員
２項
員」
「お

５ 道職員
６条第４
表に定め

第
を
と
に

５号に」の次に「掲げる
」を「職員を」に改め、
し、同条第４項中「した
改め、同項を同条第３項
おむね」に改め、同項を同

職
同
場
と
条

給与条例第５条第４項、学校
項
る
の規定による昇給の号俸数
号俸数とする。

員に
項第
合に
し、

」を加え、「特定職員
２号中「特定職員」を
昇給区分が 又は と
同条第５項中「特定職

第４項とし、同項の次に次

及び
「職
」を
員」
の１

職員給与条例第６条第４項又は
は、昇給区分に応じて別表第８

」を
員」
削り
を

「職員及び」に、
に改め、同項を
、「特定職員」

「職員」に、「概
項を加える。
警察職員給与条例第
に定める昇給号俸数

給料表の適用
平成 年３

北海道人事委員

給
給料表

正する。

料表の
の適用

囲に関する規則の一部を改範
月

会

適
範

規

用
囲

日

則７

範囲に関する規則の
に関する規則（北海

一部
道人

する規則をここに公布する。正

を
事

北海

改正
委員

道人事委員会委員長 中

する規則
会規則７ ）の一部を

澤

次の

義 則

ように改

第
項」を
規定を
削り、
「第４

条第
「前
適用
同条
項」

項」を
に次の
７ 前

「第
１項
２項

６
項
し
第

項中「特定職員又は」を
」に、「特定職員にあっ
たものとした場合に得ら
８項中「第２項」を「第
に改め、同項を同条第９項

「
て
れ
１
と

６
を
の

項」に、「特定職員」を
加える。
規定による号俸数が零と

「

な

者又
は、
る号
項」

は」に、「特定職員の
」を「職員にあっては
俸数を超えない範囲内
に、「特定職員」を「

し、同条第７項中「第１項

」を
、第
で」
職員
」を

職員

る職

」に改め、同項を同条

員は、昇給しない。

第８

「者
１項
に改
」に

の」に、「第１
から前項までの
め、同項後段を
、「第５項」を

「第５項」に、「前
項とし、第６項の次

第６条
附

中「、
則

この規則は、

初任給、
平成

昇
年
格
３

北海道人事委員

職員検診センター」を削る教

平成 年４月１日から施行す

、昇給等の基準に関する
月 日

会規則７

規則

。

る。

の一部を改正する規則をこ

北海道人事委員会委員長

こに

中

公布する。

澤 義 則

第
第 条

第
別表

条を
削
条第
第１

別表第２

次
除
２
ケ

のように改める。

号中「表彰若しくは顕彰
の表５級の項及び同表６

「

」
級

２
アの表その他の部中

を「
の項
表彰又は顕彰」に改め
中「総看護師長」を「
「

４

る。
副院

」

を に改め

」

、同

長」に改める。

表備考第４項第２号

初任
初任給、

のように改
第 条中
３）」を
第 条第
第 条中

給
昇
正
「
「別
３
「

、
格
す
４
表
項
及

昇格、昇給等の基準に関
、昇給等の基準に関する
る。
（新たな職員となった者
第８に定める昇給号俸数
中「前項」を「第１項」
び第 条」を削る。

する
規則

が第
表の
に改

規則の一部を改正する規則
（北海道人事委員会規則７

条第１項に規定する特定
の欄の上段に掲げる号俸
める。

職員
数」

）の一部を次

であるときは、
に改める。

を次の

別表

よう
普及

第６

に
指

ア

改める。
導員、水産業普及指導員

「
改 良 普

の表中 水産業改良
林 業 改 良

及

及
普
指 導
及

び林

員
員

業普及指導員
「
普 及 指

を 水産業普及
員 林 業 普 及
」

導
指
指

員
導員 に改める。
導 員

」
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「 「

別表第７エの表２級の欄中 を に、

別表第７アの を表２級の欄中 に改める。
「 「

」 」

」
「

」
「

を に改める。

別表第７ウの ２級の欄中表 を 改める。に

「
」

「
」

」
「

」
「
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別表第７クの表２級の欄中 を に改める。

別表第７カの表２級の欄中 を に、

別
別表

表第８
第８

を
昇
次のように改める。
給号俸数表（第 条関係）

」 」

「 「
」 」

昇 給

昇給の

区 分

号俸

８以上

数

６

４以上 ３

４（行政職給料表の適
を受
の級
の又
る職

ける職員でその職
が７級以上である
は第 条各号に掲
員にあっては、３

用
務
も
げ
）

２

２ ０

１ ０

を

」

「

に改める。

」

「

備考
この
６条第
に、下

附

１
（施行期
この規

表
６
段

に定める上段の号俸
項及び警察職員給与
の号俸数はこれらの

則

数は道
条例第
項の規

日
則
）
は、平成 年４月１日から

職員
６条
定の

給与条例第５条第６
第６項の規定の適用
適用を受ける職員に

項、学
を受け
適用す

施行する。

校職
る職
る。

員給与条例第
員以外の職員

２
が
規
を
と

（平成
平成
７級以
則（以
北海道
いう。
号。以下

年
年
１月１日までの間に
１月１日までの間に
上
下
職
）

であるもの又はこの
「新規則」という。
員の給与に関する条
第５条第４項、北海

おける
おいて
規則に
）第
例（昭
道学校

「学校職員給与条例」という

特定
、行
職員の昇給区分及び
政職給料表の適用を

よる
条各
和
職員

改正後の初任給、昇
号に掲げる職員（以
年北海道条例第 号
の給与に関する条例

昇給の
受ける
格、昇
下「特
。以下
（昭和

。）第６条第４項（市町村立学

号俸
職員
数の特例）
でその職務の級

給等
定職
「道
年

の基準に関する
員」という。）
職員給与条例」
北海道条例第

校職員給与負担法に
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規定する学校
て準用す
じ。）又
「警察職
条に定め

る場
は
員
北
給
ると

職員の給与に関する条例
合を含む。以下学校職員
海道地方警察職員の給与
与条例」という。）第６条
ころにより行うものを除く

（昭
給与
に関
第
。

和 年北海道条例第 号）
条例の規定について規定す
する条例（昭和 年北海
４項の規定による昇給（新
以下同じ。）をさせる場合

第２
る

道条
規則
の特

与
に

勤
条
あ

務
例
っ

第
勤務
６項

条第２項におい
場合において同
例第 号。以下
第 条又は第
定職員の昇給区

成績が良好である一般職
第６条第６項又は警察職
ては、２号俸）
成績が良好であると認め
、学校職員給与条例第６

員
員給

られ
条第

４号俸（道職員給与条例第
与条例第６条第６項の規定

ない一般職員 ３号俸以下
６項又は警察職員給与条例

５条
の適

（道
第６

第６項、学校職員給
用を受ける一般職員

職員給与条例第５条
条第６項の規定の適

分は、新
証明に基
応じ、当
２号、第

規
づ
該
４

則
き
各
項

中「職員
まで」と
とあるの
る職員及

」と
、
は
同

び次

第 条第１項前段の規定に
、当該特定職員が同項第３
号に定める昇給区分に決定
並びに第９項の規定は適用

か
号
す
し

あるのは「特定職員」と、
条第２項中「職員の」とあ
「特定職員に」と、「職員
号に掲げる職員」とあるの

「
る
（」
は

かわらず、新規則第 条に
から第５号までに掲げるい
るものとし、新規則第 条
ない。この場合において、

規定
ずれ
第１
新規

次の各号」とあるのは「次
のは「特定職員の」と、同
とあるのは「特定職員（」
「特定職員に該当する特定

の第
項第
と、
職員

用
５ 前
昇給
にお
日ま
の他

を
項
日
い
で
人

受
の

て
の
事

のと
６ 前

みな
年の

する勤務成績の
に該当するかに
項第１号及び第
則第 条第１項
３号から第５号
１号中「者に」
「職員に該当す
及び次号に掲げ

ける一般職員にあっては
規定により昇給する一般
（新規則第 条に規定する
新たに職員となった一般
期間）の４分の１に相当
委員会の定める一般職員

、１
職員
昇給
職員
する
につ

す。
昇給日後に新たに職員となっ

号俸以下）
のうち人事委員会の定める
日をいう。以下同じ。）前
にあっては、新たに職員と
期間の日数以上の日数を勤
いては、前項第２号に掲げ

事由
１年
なっ
務し
る一

た一般職員又は同日後に新規則

以外の事由によって
間（当該期間の中途
た日から昇給日の前
ていない一般職員そ
般職員に該当するも

第 条第３項、第
る特定職
員」とあ
あるのは
のは「初

員
る
「
任

」
の
上
給

会規則７
とあるの
に」とあ
員」とす
（平成

は
るの
る
年
。

と、同項第２号中「職員
は「特定職員」と、「上位
位の昇給区分」と、同条第
、昇格、昇給等の基準に関

」と
の
５
す

）附則別表に定める特定
「特定職員又は」と、「者の
は「特定職員に」と、同条

月 日までの間における新

職
昇
第

た

あるのは「特定職員」と、
昇給区分（ 及び の昇給
項中「別表第８に定める昇
る規則の一部を改正する規

同
区分
給号
則

員昇給号俸数表」と、同条
給」とあるのは「特定職員
７項及び第８項中「職員」

に職員となった特定職員の

第６
の昇
とあ

号俸

条第
第４
員と
数が
未満
一般

２
項
な
あ
の
職

項
の
っ
る
端
員

７ 附
８ 附
の最

則第
則
高
第
の

条第３項中「職
を除く。）」と
俸数表」とある
（北海道人事委員
項中「者又は」
給」と、「職員
るのは「特定職

数の特例）

若しくは第 条の規定に
規定にかかわらず、同項
た日又は号俸を決定され
ときは、これを切り捨て
数があるときは、これを
にあっては、人事委員会
４項及び前項の規定によ
４項又は第６項の規定に
号俸の号数から同日の前

より
の規
た日
た月
切り
の定
る号
よる
日に

号俸を決定された一般職員
定による号俸数に相当する
から昇給日の前日までの期
数とする。）を 月で除し
捨てた数）に相当する号俸
める号俸数）とする。
俸数が零となる一般職員は
昇給の号俸数が、昇給日に
その者が受けていた号俸（

の昇
数に
間の
た数
数

、昇
その
同月

給の号俸数は、附則
、その者の新たに職
月数（１月未満の端
を乗じて得た数（１

（人事委員会の定める

給しない。
者が属する職務の級
１日において職務の

３ 平成
について
「初任給

年
は
、
、
昇

則７
する。
（平成

４ 平成
う。）を

）

年１
年
道職

月 日までの間における新
同項中「別表第８に定める
格、昇給等の基準に関する

規
昇
規

附則別表に定める特定職員

月１日までの間における一
１月１日までの間において
員給与条例第５条第４項、

昇

般
、
学

則第 条第１項の規定の適
給号俸数表の の欄の上段
則の一部を改正する規則（

用を
に掲
北海

給号俸数表の の欄の上段

職員の昇給の号俸数等の特
特定職員以外の職員（以下
校職員給与条例第６条第４

に掲

例）
「
項又

級を
後の
号俸
附則別

昇

異
号
数
表

給

に
俸
は

昇給の

受ける特定職員
げる号俸数」を
道人事委員会規
げる号俸数」と

一般職員」とい
は警察職員給与

する異動又は新規則第
）の号数を減じて得た数
、附則第４項又は第６項
特定職員昇給号俸数表（

区 分

条に
に相
の規
附則

４
号俸数

２

規定する異動をした一般職
当する号俸数を超えること
定にかかわらず、当該相当
第２項関係）

員に
とな
する

２

１

あっては、当該異動
る一般職員の昇給の
号俸数とする。

０

０
条例第６
にかかわ
号に掲げ
合におい

条
ら
る
て

第
ず
一
、

とが相当でな

４項の規定による昇給をさ
、新規則第 条に規定する
般職員のいずれに該当する
第２号に掲げる一般職員で

せ
勤
か
任

いと認めるものは、昇給しな

る場合の昇給の号俸数は、
務成績の証明に基づき、当
に応じ、当該各号に定める
命権者又はその委任を受け

新規
該一
号俸
た者

い。

備

６
特

考
こ
条
定

の
第
職

則第 条の規定
般職員が次の各
とする。この場
が昇給させるこ

表に定める上段の号俸数
６項及び警察職員給与条
員に、下段の号俸数はこ

は道
例第
れら

職員給与条例第５条第６項
６条第６項の規定の適用を
の項の規定の適用を受ける

、学
受け
特定

校職員給与条例第
る特定職員以外の
職員に適用する。
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給料の切替え
平成

北海道人事

年３

委員

に伴う経過措置に関する規則
月 日

会規則７

の一部を改正する規則をここに

北海道人事委員会委員長 中

公布する。

澤 義 則

に相当する
（その額に
る区分に応

この

額
１円
に次の各号に
未満の端数

掲げる期間の
があるときは

じ、当該各号に
項から附則第４

定める額」に
項までの規定

、
区分
そ
に応じ当該
の端数を切り

各号に定める
捨てた額）」

改
の
め、同項各号を
適用がないもの

次のように改
とした場合の

割合
を
を乗じて得た
「次の各号に掲

額
げ

める。
新規則第３条の規定

給料
給料の切

のように改
第 条第

員等の自己

の
替
正

啓

切
え
す
号
発

附

この規則
則

は、

替えに伴う経過措置に関
に伴う経過措置に関する
る。
中「第 条又は」を「第
等休業に関する条例（平

す
規

成

る
則

条

平成 年４月１日から施行す

規則の一部を改正する規則
（北海道人事委員会規則７

、」に改め、「第８条」の
年北海道条例第 号）第

次に
条」

る。

２

）の一部を次

「又は北海道職
を加える。

による
上とな
新管
額に、
区分に
ときは
ア 平
イ 平

管
る
理
新
応
、

理
職
職
管
じ
そ

職手当の月
員 経過措
手当の月額
理職手当の
、それぞれ
の端数を切

額（以下「新
置基準額
が経過措置基
月額と経過措
次に定める割
り捨てた額）

成 年４月１日
成 年４月１日

から平成 年
から平成 年

管

準
置
合
を

理

額
基
を
加

職手当の月額

に達しないこ
準額との差額
乗じて得た額
えた額

」という。）

ととなる職員
に相当する額
（その額に１

３月 日まで
３月 日まで

分の
分の

が経

新
に次
円未

過措置基準額

管理職手当の
に掲げる期間
満の端数があ

以

月
の
る

地域
平
手
成
当に関
年３

北海道

地域
附則
附則

人事委員

地
手
第
別

域手当
当に関
３項中
表支

する規則の一部を改
月 日

会規則７

に関する規則の一部
する規則（北海道人
「 分の 」を「
給割合の欄中「 分の

正する規

を改
事委
分

正す
員会
の
」を

則をここに公布する。

北海道人事委員会委員長 中

る規則
規則７ ）の一部
」に改める。
「 分の 」に改め

を次

、同

のよ

表支

澤 義 則

うに改正する。

給地域等の欄中

ウ 平
附則第４
則別表左欄
１日から平
当の月額欄
職手当の月
５ 附則別
年３月

成
項
」
成
に
額

の
を

掲
欄

年４月１日
見出し中「
「附則別表
年３月 日
げる額欄」
」に改め、

から平成 年
平成 年３月
第１の職務の
」に、「附則
に、「同表右
同項の次に次

表第２の職務の
日までの間に

級欄に掲げる
おける新規則

３

級
別
欄
の

月
日
欄
表
」
１

日まで
」を「平成
」に、「平成
中欄」を「附
を「支給する
項を加える。

分の
年３月 日」
年３月 日

則別表第１の
期間の区分に

職務の級に属する
別表第３の規定の

職員の平成
適用について

に改
」を
別表
応じ

め、同項中
「平成 年４
第２の管理職
当該期間の管

「附
月
手
理

年４月１日から平
は、附則別表第２

成
の

「大阪
附則
府
別
のうち
表

この

分の

附

規
則

則は、

管理職手当に

大阪市」を削る。
分の の項の次に次の

大阪府

平成 年４月１日か

ように加

のうち大

ら施行す

関する規則の一部を改正する

える。

阪市

る。

規則の一部を改正する規則をここに公布する。 職務の

別表第３
に応じ当
附則別表
附則別表第

ア 行政

級

平
別表第２の管理 日
職手当の月額欄 ３
に掲げる額 管

成
から
月
理職

の
該
を
１

職

管
期
次

給

理職手当の
間の管理職
のように改

料表

月額欄に掲げ
手当の月額欄
める。

年
平
日
手

４
成
ま
当

月１ 平成 年４月１
年 日から平成 年

での ３月 日までの
の月 管理職手当の月

平
日
３
管

る
に
額
掲
欄に掲げる額
げる額とする

は、それぞれ
。

成
か
月
理

年４月１
ら平成 年
日までの

職手当の月

支給する期間の区分

平成 年３

北海道人事

管理
管理職手

を次のよう
附則第２

委員

職
当
に
項

手
に
改
中

月 日

会規則７

当に関する規則の一部を
関する規則の一部を改正
正する。
「当該管理職手当のほか

改正
する

、当

北海道人事委員会委員長 中

する規則の一部を改正する
規則（北海道人事委員会規

該管理職手当の月額と経過

規則
則７

措置

澤 義 則

）の一部

基準額との差額

８
７

６

級
級

級

額
円
円
円
円
円

額
円 円
円 円
円 円
円 円

額

円 円

円
円
円
円
円
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５ 級

円
円
円
円
円

円 円
円 円
円 円
円 円
円 円

円
円
円
円
円

高等エ

円
円

学校教育職給料表

平成

円 円
円 円

年４月１ 平成 年４月１ 平

円
円

成 年４月１
４ 級

イ 公安職給

職務の級

円
円

料

別
職
に

円

表

平成 年４
表第２の管理 日から平成
手当の月額欄 ３月 日ま
掲げる額 管理職手当

円 円
円 円

月

で
の

円 円

１ 平成 年４月１ 平成
年 日から平成 年 日か
の ３月 日までの ３月
月 管理職手当の月 管理

ら

職

円
円

年
平
日
手

円

４月１
成 年
までの
当の月

職務の

４

３

級

級

別表第２の管理 日か
級 職手当の月額欄 ３月
に掲げる額 管理

額

ら

職

円
円
円
円
円

平成 年 日から平成 年
日までの ３月 日までの
手当の月 管理職手当の月

額

日
３
管
額

円 円
円 円
円 円
円 円
円 円

から平成 年
月 日までの
理職手当の月

円
円
円
円
円

９ 級
８ 級

７ 級

６ 級

額
円
円
円
円
円
円
円

額 額
円 円
円 円
円 円
円 円
円 円
円 円
円 円

円
円
円
円
円
円
円

オ 中学

職

４

務の

級

校及び小学校教育職給料

平成
別表第２の管理 日か

表

ら
級 職手当の月額欄 ３月
に掲げる額 管理

額
円
円

職

年４月１ 平成 年４月１
平成 年 日から平成 年

平
日

日までの ３月 日までの
手当の月 管理職手当の月

額
円 円
円 円

３
管
額

成 年４月１
から平成 年
月 日までの
理職手当の月

円
円

５ 級

ウ 海事

職務の

職給

級

円
円
円

料表

平成
別表第２の管理 日か
職手当の月額欄 ３月

ら
年４
平成
日ま

に掲げる額 管理職手当

円 円
円 円
円 円

月１ 平成 年４月１
年 日から平成 年

での ３月 日までの

平
日
３

成
から
月

の月 管理職手当の月 管理職

円
円
円

年４月１
平成 年
日までの
手当の月

３ 級

カ

職

研究

務の

円
円
円

職給料表

平成
別表第２の管理 日か

級 職手当の月額欄 ３月
に掲げる額 管理

ら

職

円 円
円 円
円 円

年４月１ 平成 年４月１
平成 年 日から平成 年
日までの ３月 日までの
手当の月 管理職手当の月

平
日
３
管

円
円
円

成 年４月１
から平成 年
月 日までの
理職手当の月

５

４

級

級

額
円
円
円
円

額
円 円
円 円
円 円
円 円

額
円
円
円
円

５

４

級

級

円
円
円
円

額
円 円
円 円
円 円
円 円

額 額
円
円
円
円

北 海 道 公 報 号外第 号平成 年３月 日（月曜日）



３ 級
円
円
円

円 円
円 円
円 円

円
円
円

ケ 医療

職務の

職給料表

平成

級
別表第２の管理 日から
職手当の月額欄 ３月

年
平
日

４月１ 平成 年４月１ 平
成
ま

年 日から平成 年 日
での ３月 日までの ３

成 年４月１
か
月
ら平成 年
日までの

キ 医

職務の

４

療職給

級

級

３ 級

料表

平成
別表第２の管理 日から
職手当の月額欄 ３月
に掲げる額 管理職

額
円
円

年４
平成
日ま
手当

円

月１ 平成 年４月１
年 日から平成 年

での ３月 日までの
の月 管理職手当の月

額
円 円
円 円

平
日
３
管
額

成
から
月
理職

円 円

年４月１
平成 年
日までの
手当の月

円
円
円

６ 級

５ 級

４ 級

に掲げる額 管理職
額

円
円
円
円
円
円
円

手当の月 管理職手当の月 管
額 額

円 円
円 円
円 円
円 円
円 円
円 円
円 円

理職手当の月

円
円
円
円
円
円
円

２

ク 医

級

療職給

円
円
円
円
円

料表

平成 年４

円 円
円 円
円 円
円 円
円 円

月１ 平成 年４月１ 平成

円
円
円
円
円

年４月１

備考
附則
号アに
規定す
職給料
る医療
含む。

別
規
る
表
職

円

表の表中「高等学校教育職
定する教育職給料表 を、
教育職給料表 及び市町村
を、「医療職給料表 」と
給料表 （警察職員給与条
）をいう。

給料
「中
立学
は道
例第

円 円

表」とは学校職員給与条例
学校及び小学校教育職給料
校職員給与条例第２条第１
職員給与条例第４条第１項
５条第１項第５号に規定す

第５
表」
項に
第４
る医

円

条第１項第２
とは同号イに
規定する教育
号ウに規定す
療職給料表を

職務の

７

６

級

級

級

別表第２の管理 日から
職手当の月額欄 ３月
に掲げる額 管理職

額
円
円
円
円

平成
日ま
手当

円

年 日から平成 年
での ３月 日までの
の月 管理職手当の月

額
円 円
円 円
円 円
円 円

日
３
管
額

から
月
理職

円 円

平成 年
日までの
手当の月

円
円
円
円
円

ア 行政

職務の

８ 級
７ 級

附則別表第

職

級

給料表

別表第３の管
職手当の月額
に掲げる額

平成
理 日から
欄 ３月
管理職
額

円
円

２

年
平
日
手

４
成
ま
当

月１ 平成
年 日から

での ３月
の月 管理職

額

年４月１ 平
平成 年 日
日までの ３
手当の月 管

額
円
円

円
円

成
か
月
理

年４月１
ら平成 年
日までの

職手当の月

円
円

５ 級

円
円
円
円
円
円

円 円
円 円
円 円
円 円
円 円
円 円

円
円
円
円
円
円

６ 級

５ 級

円
円
円
円
円
円

円
円
円
円
円
円

円
円
円
円
円
円

円
円
円
円
円
円
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４ 級

円
円
円
円
円

円 円
円 円
円 円
円 円
円 円

円
円
円
円
円

エ 高等

職務の

学校教育職給料表

平成
別表第３の管理 日か

級 職手当の月額欄 ３月
に掲げる額 管理

額

ら

職

年４月１ 平成 年４月１
平成 年 日から平成 年
日までの ３月 日までの
手当の月 管理職手当の月

額

平
日
３
管
額

成 年４月１
から平成 年
月 日までの
理職手当の月

イ 公安職給

職務の

９ 級
８ 級

級

料表

平成 年
別表第３の管理 日から平
職手当の月額欄 ３月 日
に掲げる額 管理職手

額
円
円

４
成
ま
当

月１ 平成 年４月１ 平
年 日から平成 年 日

での ３月 日までの ３
の月 管理職手当の月 管

額 額
円 円
円 円

成
か
月
理

ら

職

年４月１
平成 年
日までの
手当の月

円
円

４

３

級

級

オ 中学

円
円
円
円
円

校及び小学校教育職給料

平成

表

円 円
円 円
円 円
円 円
円 円

年４月１ 平成 年４月１ 平

円
円
円
円
円

成 年４月１

７ 級

６ 級

５ 級

円
円
円
円
円
円
円
円

円 円
円 円
円 円
円 円
円 円
円 円
円 円
円 円

円
円
円
円
円
円
円
円

職

４

務の

級

級３

別表第３の管理 日か
級 職手当の月額欄 ３月
に掲げる額 管理

額
円
円

ら

職

円
円
円

平成 年 日から平成 年
日までの ３月 日までの
手当の月 管理職手当の月

額
円 円
円 円

日
３
管
額

円 円
円 円
円 円

から平成 年
月 日までの
理職手当の月

円
円
円
円
円

ウ 海事職給

職務の

５ 級

級

料表

平成 年４
別表第３の管理 日から平
職手当の月額欄 ３月 日
に掲げる額 管理職手

額
円
円
円

成
ま
当

月１ 平成 年４月１ 平成
年 日から平成 年 日

での ３月 日までの ３
の月 管理職手当の月 管

額 額
円 円
円 円
円 円

か
月
理

ら

職

年４月１
平成 年
日までの
手当の月

円
円
円

カ

職

研

務の

究

５ 級

職給料表

平成
別表第３の管理 日か

級 職手当の月額欄 ３月
に掲げる額 管理

額

ら

職

円
円

年４月１ 平成 年４月１
平成 年 日から平成 年
日までの ３月 日までの
手当の月 管理職手当の月

額

平
日
３
管
額

円 円
円 円

成 年４月１
から平成 年
月 日までの
理職手当の月

円
円

４ 級 円
円
円

円 円
円 円
円 円

円
円
円

４

３

級

級

円
円
円
円
円

円 円
円 円
円 円
円 円
円 円

円
円
円
円
円
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キ 医療職給

職務の級

表

平成
表第３の管理 日から

年４
平成

料

別
手当の月額欄 ３月 日ま職

１ 平成 年４月１
年 日から平成 年

平
日
成
から

月

の ３月 日までの ３月で

４月１
成 年

年
平
までの日

ケ 医療

職務の

職給料表

平成
別表第３の管理 日から

級 職手当の月額欄 ３月

年４月１ 平成 年４月１
平成 年 日から平成 年

平
日

日までの ３月 日までの ３

成 年４月１
から平成 年
月 日までの

４

３

２

級

級

級

掲げる額 管理職手当
額

円
円
円
円
円
円

に

円

月 管理職手当の月 管理職
額

円 円
円 円
円 円
円 円
円 円
円 円

額
の

円 円

当の月

円
円
円
円
円
円

手

円

６

５

級

級

４ 級

に掲げる額

円
円
円
円
円

管理
額

円

職

円

手当の月 管理職手当
額

円
円
円
円
円

の月

円
円
円
円
円

円 円

管
額

円 円

理職手当の月

円
円
円
円
円
円
円

ク

職

医

務の

療職給

級

７ 級

円

表

平成
表第３の管理 日か
手当の月額欄 ３月
掲げる額 管理

額

ら
年４
平成
日ま

職手当

料

別
職
に

円

円 円

１ 平成 年４月１
年 日から平成 年
の ３月 日までの
月 管理職手当の月
額

平
日
３

成
から
月

管
額
理職

月

で
の

円 円

円

４月１
成 年
までの
当の月

年
平
日
手

円

備考 附

附

この規則

北海
平
道
成
職

別

則

は

円

表第１の備考の規定

、平成 年４月１日

は、

から施

員等の育児休業等に関す
年３月 日

る規

則 の表

行す

円

の適用において準

る。

円

用する

則の一部を改正する規則をここ

こ

円

に公布する。

。

６

５

級

級

円
円
円
円
円
円
円
円

円 円
円 円
円 円
円 円
円 円
円 円
円 円
円 円

円
円
円
円
円
円
円
円

北海道

北海
うに改
第３
号）」
ウ

人事

北
道
正
条
を
地

海
職
す

方

委員会規則 ７

道職員等の育児休業等に
員等の育児休業等に関す
る。
第１項第１号エを同号オ
「地方公務員法」に改め、
公務員法（昭和 年法律

関す
る規

とし
同号
第

北海道人事委員会委員長

る規則の一部を改正する規
則（北海道人事委員会規則

、同号ウ中「地方公務員
ウを同号エとし、同号イの
号）第 条の５第１項に

則

法
次に
規定

中 澤 義 則

）の一部を次のよ

（昭和 年法律第
次のように加える。
する自己啓発等休業

円
円

円 円
円 円

円
円

をして
附

規則この

北海道人事

いた期間
則

は、平成 年４月１日から施

委員会告示第２号

道 人 事

行する。

委 員 会 告 示
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平成 年
く保育士等
平成

「改

北
の
年

良

海
級
３

道人事委員会告示第２号
別資格基準表）の一部を
月 日

普 及 員 「普 及

（初
次の

指

任給、昇格、昇給等の基準
ように改正し、平成 年４

北海道人事委員会委員長
導 員

に関
月１

中

する規則に基づ
日から適用する。

澤 義 則

「
美

り、上
「
富

唄市

川

良

支

野

字上美唄原野 西

庁管内の項中

市山部町西 線 山

美唄

部第

中学校

一小学校

１ を削
」

１ 、
」

表中 水
林
産
業
業

北海道

平成
うに改

人

正

事委員

年北海
し、平

平成 年３

改良普及員 を 水産業
改良指導員」 林業普

普及
及指

会告示第３号

道人事委員会告示第
成 年４月１日から
月 日

号
適用
（へ
する

指導員 に改める。
導員」

き地学校及びその級別
。

の指定）

北海道人事委員会委員長 中

の一部を次のよ

澤 義 則

「
美

「
美

瑛

深

町

町

り、留
「
小

「
羽

萌

平

幌

支

町

町

字置杵牛 置

字恩根内 恩

杵牛

根内

庁管内の項中

字豊平 臼

大字焼尻字豊崎 羽

谷小

幌町

小学校

小学校

学校

焼尻地区学校給食センター

２ 及び
」

２ を削
」

１ 及び
」

５ を削
石狩

「
石

「
当

り、渡

支

狩

別

島

庁管内

市浜益

町字東

支庁管
「
松

「

前町字原

の項中

区川下 石

裏 東

内の項中

狩市

裏小

浜益

学校

口 原口小学校

学校給食センター ２ 及び
」

１ を削
」

３ 及び
」

り、宗
「
中

谷

頓

支

別
枝
枝
枝
枝

「

幸町
幸
幸
幸

町
町
町

庁管内の項中

町字上駒 中
歌登本幌別 本
歌登本幌別 本
歌登志美宇丹 志
歌登志美宇丹 志

頓別
幌別
幌別
美宇
美宇

農業高等学校
小学校
中学校
丹小学校
丹中学校

」

１
４
４ 及び
４
４

」

福

り、檜
「
今

「

島

山

金

町字白

支庁管

町字神

せ

「
せ

たな町大

たな町瀬

符 白

内の項中

丘 神

成区都 せ

棚区共和 せ

符小

丘小

学校

学校

たな町大

たな町瀬

成学校給食センター

棚学校給食センター

１ を削
」

１ 、
」

１ 及び
」

１ を削
」

豊

り、日

富

高

町

支
「
平
平

「
新
新

取町
取

冠
冠

町

町
町

字温泉 豊

庁管内の項中

富温

字豊糠 豊
字豊糠 豊

字若園 若
字美宇 美

糠小
糠中

園小
宇小

泉小学校

学校
学校

学校
学校

２ を削
」

４
、

４
」

３
３

り、
庁管内
「
蘭

り、空

「せ
の

越

知

たな町
項中

町港町

支庁管

北檜山学校給食セン

港

内の項中

ター

小学

」を

校

「せたな町学校給食センター」に改め、後志支

２ を削
」

新
新
新

冠
冠
冠

町
町
町

新冠町

字太陽 太
字共栄 東
字明和 明

陽小
川小
和小

字節婦町 節婦小

学校
学校
学校
学校

３
及び

２
２
１

」
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「
新冠

り、釧路
「

町

支

字大

庁管

狩部 大狩部

内の項中

小学校 １ を削
」

北海道

平成
ように

人

改

事

年
正

平成

委員会告示第５号

北海道人事委員会告示第
し、平成 年４月１日か
年３月 日

号
ら適
（特別の地域に所在する学
用する。

校の指定）の一部を次の

釧路

り、根室
「
別海
別海

市

支

町
町

阿寒

庁管

泉川
泉川

「
羅臼
羅臼
町
町
岬町
岬町

町舌辛原野 線 布伏内

内の項中

光進小
光進中

小

学
学

学

校
校

知円別
知円別

小
中
学
学

校

校
校

２ を削
」

３
及び

３
」

３
を削

３
」

渡島
「
知

削る。

支

内

庁

町

管内の項中

字森越

北海道人事委員会委

中の川小学校

員長 中 澤 義 則

を
」

る。

北海道人事

平成 年
うに改正し

委

北
、

員

海
平

平成

渡島支庁

年３

管内

会告示第４号

道人事委員会告示第 号
成 年４月１日から適用

（へ
する

月 日

の項中「知内町字元町」を「

き地学校に準ずる学校の指
。

定）

北海道人事委員会委員長
知内町字重内」に改め、空

中
知支

の一部を次のよ

澤 義 則
庁管内の項中

「
夕張市
夕張市
夕張市

削り、留萌

南
南
南

支

部
部
部

庁
「
増毛町

削り、十勝

舎

支

熊

庁

岳見町
岳見町
夕南町

管内の項中

管内の項中

幌南小学校
夕張市幌南小・幌南中共同
幌南中学校

調理

増毛第二中学校

場 を

」

を
」

「
中札内

削り、釧路
「
厚岸町

村

支

大

東

庁

字

削る。

４条北１丁目

管内の項中

太田村

中札内高等学校

厚静小学校

を
」

を
」
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